
令和5年度 第１回
おおいたPPP/PFI地域プラットフォーム

参加
無料

主催  分県

＜お問合せ先＞「おおいたPPP/PFI地域プラットフォーム」事務局
大分県 総務部県有財産経営室 公共施設総合管理班 瀬口、佐藤
TEL 097-506-2975 MAIL:a11150＠pref.oita.lg.jp

（運営委託先）株式会社大銀経済経営研究所 河野、本多
TEL 097-533-8111 FAX 097-533-6888 MAIL junya_honda@dkk-oita.co.jp
※ 株式会社産学連携機構九州 九州PPPセンターとは共同で運営しています。

※参加を申込みいただいた方は、次回以降のおおいたPPP/PFI地域プラットフォームもご案内させ
ていただきます。なお、ご提供いただく個人情報などは本プラットフォームにおける情報共有
の範囲内で使用し、ご本人の承諾がない限り、その利用目的以外に使用することはありません。

開催日時 令和5年8月18 （ ）13:00 17:00（受付開始12:45）

開催形式・会場
現地 及び WEB会議システム「Zoom」によるハイブリット開催

大分県庁 新館14階 大会議室（大分市大手町3丁目1番1号）
※県庁内の駐 場はご利 いただけません。公共交通機関もしくは近隣のコインパーキングをご利 ください。

参加対象 地 公共団体職員、 間事業者 等

現地定員 100名（先着順）

プログラム

申込方法
九州PPPセンターHP下記URLより申し込み下さい。

https://kpppc.com/seminar/
また、別フォームによりメール又はFaxでも受け付けます。

「おおいたPPP/PFI地域プラットフォーム」とは、県内のPPP/PFI事業を推進するため、民間事業者、金融
機関、県内自治体等が一堂に会し、PPP/PFI事業に対する意識の醸成や基礎知識の習得、具体の案件形成に
向けた官民対話を継続的に展開する場として、令和元年11月に設置されたものです。

令和5年度の第1回目となる今回は、施設の維持管理をめぐる「包括施設管理」及び「水道・下水道インフ
ラのPPP/PFI活用」をテーマにセミナーを開催します。また、公共施設跡地活用の事業告知、公営の複合レ
ジャー施設の官民対話 (サウンディング)を予定しています。併せて、公民連携に関する「よろず相談」に九
州PPPセンターが個別で応じます。皆様のご参加をお待ちしております。

「包括施設管理の導入プロセスと実務」
講師 日本管財株式会社

執行役員 営業統轄本部
東日本開発営業部長 中島 五大 氏

第１部 講 演 13:05 14:05

「水道・下水道インフラのPPP/PFI活用」
講師 EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社

インフラストラクチャーアドバイザリー アソシエートパートナー 福田 健一郎 氏

第２部 講 演 14:15 15:15

第３部 事業告知・官 対話 15:30 16:30

九州ＰＰＰセンターＨＰ

第４部 よろず相談室（自治体個別相談会） 16:30 17:00

休憩 《名刺交換会》 15分間

事業告知（15 30 15 45）「別府市 旧朝日出張所跡地の活用について」

官民対話（15 45 16 30）
「宇佐市 家族旅行村“安心院”の施設整備について」オープンサウンディング



第1 ２部 講 演

第３部 事業告知・官 対話＊第３部に申込の方には、開催日１週間前までに資料をお送りします。

第１部 包括施設管理の導入プロセスと実務

日本管財株式会社 執行役員 営業統轄本部 東日本開発営業部長 中島 五大 氏

<講演内容>
適切な公共サービスを維持するため、公共施設等の建替え・改修・修繕や運営に係るコストの効率化、

広域管理、施設集約化が必要とされています。PPP/PFI活用の基礎的な部分をフォローしながら、公共建
築物の「包括施設管理」について導入プロセスと実務のポイントを事例を交えて解説します。

＜経 歴＞
1998年日本管財㈱入社。2004年より九州開発営業部、2016年マーケティング推進部を経て2023年よ
り現職。九州を中心にPFIをはじめとする民間活力導入型プロジェクトや民間不動産の維持管理・運営
業務の実績多数。また、公共施設マネジメント関連ビジネスの推進や包括管理業務の事業化を担当。

第２部 水道・下水道インフラのPPP/PFI活用

EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社
インフラストラクチャーアドバイザリー アソシエートパートナー 福田 健一郎 氏

<講演内容>
上下水道事業へのPPP/PFI活用を進めている自治体が全国的に増えつつあります。上下水道事業の現状

と課題、その解決策としてのPPP/PFI活用の基礎と最新動向を解説します。また、事例をもとに導入後の
改善効果、そして行政や民間事業者における事業への取り組みのポイントを説明します。

＜経 歴＞
2007年㈱野村総合研究所入社。2012年EY新日本有限責任監査法人入社。2021年より現職。水道事業、
下水道事業を中心とした公益事業、公営インフラ経営が専門。上下水道事業のPPPやコンセッションの
導入可能性・アドバイザリー調査のほか政府機関の制度設計支援に広く携わる。

第４部 よろず相談室（県内自治体のみ）
自治体を対象に公民連携に関する困りごとについて、個別に九州PPPセンターがお答えします。
例えば、有休施設にどういう需要があるか知りたい、事業者が参加しやすい諸条件を相談したい等、公民連携
事業に関連することであればなんでもご相談ください。

※事前登録制になりますので、ご参加希望の方は、本チラシ添付の申込書にご記入の上、下記までお送りください。

【送付先】株式会社大銀経済経営研究所 本多（MAIL junya_honda@dkk-oita.co.jp)

官 対話（サウンディング）とは、 間事業者との意 交換等を通じ、事業に対して様々なアイデアや意 を把握する
調査です。市場性の有無や実現可能性の把握、 政だけでは気づきにくい課題の把握といった効果が期待できます。

事業告知別府市
「旧朝日出張所跡地の活用について」
公共性のある空間などを兼ね備えた事業用定期借

地権方式による民設民営事業の公募型プロポーザ

ルの告知を行います。

官民対話（オープンサウンディング）宇佐市
「家族旅行村“安心院”施設整備について」
家族旅行村「安心院」に対する評価や期待、再整備や新

たな導入機能に関する意向やアイデア等をお伺いします。

家族旅行村「安心院」は
約8.8haの敷地内に、温
泉、スポーツ施設（体育
館、パークゴルフ場）、
オートキャンプ場、レス
トラン、研修施設を備え
た複合レジャー施設です。



参 加 申 込 書

令和5年度 第１回 お お い た PPP/PFI地域プラットフォーム
（開催日 令和５年８月１８日（金））

◆申込締切 令和５年８月１４日 (月)１７時必着

セミナー参加者には、「セミナー参加申込み会社名・団体名リスト」を配布いたします。
予めご了承のうえ、お申し込みください。（個人名ではなく、会社名・団体名を掲載したリストとなります。）

ＦＡＸ送信先 【Fax 097-533-6888】 メール送信先【junya_honda@dkk-oita.co.jp】
㈱大銀経済経営研究所 本多 行

＊会場参加ご希望の方も必ずメールアドレスの記入をお願いします。
＊第３部に申込の方には、開催日１週間前までに資料をお送りします。

会社名・団体名

参
加
者
１

部署／役職／氏名

メールアドレス

参加方法（いずれかに〇） 会場 ・ Zoom

参加内容
（１ ３を選んで〇）

１ 講演（第１部・２部）及び事業告知・官民対話（第３部）
２ 講演（第１部・２部）のみ
３ 事業告知・官民対話（第３部）のみ

参
加
者
２

部署／役職／氏名

メールアドレス

参加方法（いずれかに〇） 会場 ・ Zoom

参加内容
（１ ３を選んで〇）

１ 講演（第１部・２部）及び事業告知・官民対話（第３部）
２ 講演（第１部・２部）のみ
３ 事業告知・官民対話（第３部）のみ

参
加
者
３

部署／役職／氏名

メールアドレス

参加方法（いずれかに〇） 会場 ・ Zoom

参加内容
（１ ３を選んで〇）

１ 講演（第１部・２部）及び事業告知・官民対話（第３部）
２ 講演（第１部・２部）のみ
３ 事業告知・官民対話（第３部）のみ

参
加
者
４

部署／役職／氏名

メールアドレス

参加方法（いずれかに〇） 会場 ・ Zoom

参加内容
（１ ３を選んで〇）

１ 講演（第１部・２部）及び事業告知・官民対話（第３部）
２ 講演（第１部・２部）のみ
３ 事業告知・官民対話（第３部）のみ



■申込者の情報

令和５年度 第１回 お お い た PPP/PFI地域プラットフォーム

よろず相談室 参加申込書

＊よろず相談室は、参加申込をされた参加者ごとに個別で実施します。申込み後、予定時間を個別にお知ら
せします。申込数が多い場合は、別の日に対応することがありますのでご了承ください。

＊会場参加ご希望の方も必ずメールアドレスの記入をお願いします。
＊上記のご相談内容欄に加えて、必要に応じて、説明資料をご添付ください。

自治体名

担当者 部署名： 役職： 氏名：

連絡先 電話番号： メールアドレス：

参加方法 会場 ・ Zoom

申込締切  令和５年8月9日 (水)17時必着

お問合せ先  ㈱大銀経済経営研究所 TEL:097-533-8111 FAX:097-533-6888  本多

メール送信先  junya̲honda@dkk-oita.co.jp （ ㈱大銀経済経営研究所 本多）

■相談内容

自由記入欄


